
第２回 木曽川文化圏市町合併協議会 

 

                 と き 平成１５年６月６日（金） 

                     午後３時から       

                 ところ 各務原市産業文化センター  

                     ８階 第 1 特別会議室 

 

１． 開 会 

 

 

２． 会長あいさつ 

 

 

３． 議 題 

  〈協議事項〉 

   協議第５号 木曽川文化圏市町合併協議会を設置する地方公共団体の変更について  

   協議第６号 木曽川文化圏市町合併協議会規約の一部改正（案）について 

   協議第７号 平成１５年度木曽川文化圏市町合併協議会補正予算（第１号）（案）につ

いて  

 

４． その他 

  〈連絡事項〉 

   ○協議会事務の進捗状況について 

   ○次回開催日程と協議事項について 

 

５． 閉 会 
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協議第５号 

 

木曽川文化圏市町合併協議会を設置する地方公共団体の変更について 

 

 平成１５年６月２３日をもって、岐南町は木曽川文化圏市町合併協議会から脱退し、負担金の精

算を行う。 
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木曽川文化圏市町合併協議の経緯 

年月日 経   緯 

平成 14年 
11月 5日 

川島町議会が各務原市への合併協議の申し入れを決定 

13日 川島町が各務原市に合併協議の申し入れ 
25日 各務原市議会が川島町の申し入れの受け入れに合意 

12月 1日 各務原市が企画財政部に合併推進室を設置 
2日 各務原市が川島町に合併協議の申し入れを受け入れる旨、川島町に回答 
3日 各務原市と川島町が合併協議会準備会を設置 

平成 15年 
1月 17日 

岐南町議会が各務原市への合併協議の申し入れを決定 

20日 岐南町が各務原市に合併協議の申し入れ 
22日 各務原市議会全員協議会で岐南町の合併協議の申し入れを受け入れることで合意 
23日 各務原市、川島町が合併協議の申し入れを受け入れる旨、岐南町に回答 
27日 各務原市、川島町、岐南町で「木曽川文化圏市町合併任意協議会」を設置 
第 1回木曽川文化圏市町合併任意協議会を開催 

2月 14日 第２回木曽川文化圏市町合併任意協議会を開催 
3月 14日 岐南町議会が各務原市、川島町との「木曽川文化圏市町合併協議会」の設置議案を

可決 

20日 川島町議会が各務原市、岐南町との「木曽川文化圏市町合併協議会」の設置議案を
可決 

26日 各務原市議会が川島町、岐南町との「木曽川文化圏市町合併協議会」の設置議案を
可決 

4月 1日 各務原市、川島町、岐南町で「木曽川文化圏市町合併協議会」を設置 
10日 第 1回木曽川文化圏市町合併協議会を開催 

5月 25日 岐南町が合併の是非と枠組みを問う住民投票を実施 
 

29日 岐南町議会が各務原市、川島町との「木曽川文化圏市町合併協議会」を脱退する議
案を可決 

30日 岐南町が各務原市、川島町に「木曽川文化圏市町合併協議会」の脱退を申し入れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料１】協議第５号関連 

岐阜市等２市３町と合併 4,890 票 
合併しない 4,226 票 
各務原市等１市１町と合併 1,727 票 
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岐南町の合併協議会脱退による負担額について 

[歳出] 

※平成 15 年 6 月 6 日現在 

款 項 目 
支出負担行為額
(円) 

内  容 

総務費 総務管理費 事務局費 1,248,011
書籍購入、封筒印刷、切手代、コピー
機レンタル・保守点検、財務会計シス
テム、など 

事業費 事業推進費 会議費 214,113
第１回協議会委員報酬、看板作成、花
代、飲み物代、会議録作成、など 

    調査研究費 9,928,800
情報システム一元化調査委託、事務事
業一元化調査支援委託 

    広報広聴費 1,140,510
協議会だより（創刊号）印刷製本、ホ
ームページ作成・更新委託、など 

合 計 12,531,434  

 
 

※6 月 23 日見込み 

 

支出負担行為額 負担率 岐南町の負担額 

12,900 千円 
× 

 1/3 
＝ 

4,300 千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料２】協議第５号関連 
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協議第６号 

 

   木曽川文化圏市町合併協議会規約の一部改正（案）について 

 

 木曽川文化圏市町合併協議会規約（平成１５年３月２６日各務原市議会議決、平成１５年３月２

０日川島町議会議決、平成１５年３月１４日岐南町議会議決）の一部を次のように改正する。 

第１条中「、川島町及び岐南町」を「及び川島町」に改める。 

第５条第１項第３号中「１４名以内」を「１０名以内」に改める。 

第６条第３項中「及び岐南町長」を削る。 

   附 則 

 この規約は、平成１５年６月２４日から施行する。 
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【資料３】協議第６号関連  

 

木曽川文化圏市町合併協議会規約新旧対照表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新 
 （協議会の設置） 
第１条 各務原市及び川島町（以下「市町」

という。）は、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第２５２条の２第１項及び市

町村の合併の特例に関する法律（昭和４０

年法律第６号。以下「法」という。）第３

条第１項の規定に基づき、合併協議会（以

下「協議会」という。）を置く。 

 
第２条から 
第４条まで（省略） 

 
 （委員） 
第５条 協議会の委員は、次の者をもって

充てる。 
（１）市町の長及び助役 
（２）市町の議会が選出する議員 各２名

（３）市町の長が協議して定めた学識経験

を有する者 １０名以内 
２ （省略） 

 
 （会長及び副会長） 
第６条 （省略） 
２ （省略） 
３ 副会長は、川島町長をもって充て、会

長を補佐する。 

 
第７条から 
第２０条まで（省略） 

 
   附 則 
 この規約は、平成１５年４月１日から施

行する。 
   附 則 
 この規約は、平成１５年６月２４日から

施行する。 

旧 
 （協議会の設置） 
第１条 各務原市、川島町及び岐南町（以

下「市町」という。）は、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第２５２条の２

第１項及び市町村の合併の特例に関する

法律（昭和４０年法律第６号。以下「法」

という。）第３条第１項の規定に基づき、

合併協議会（以下「協議会」という。）を

置く。 

 
第２条から 
第４条まで（省略） 

 
 （委員） 
第５条 協議会の委員は、次の者をもっ

て充てる。 
（１）市町の長及び助役 
（２）市町の議会が選出する議員 各２

名 
（３）市町の長が協議して定めた学識経

験を有する者 １４名以内 
２ （省略） 

 
 （会長及び副会長） 
第６条 （省略） 
２ （省略） 
３ 副会長は、川島町長及び岐南町長を

もって充て、会長を補佐する。 

 
第７条から 
第２０条まで（省略） 

 
   附 則 
 この規約は、平成１５年４月１日から

施行する。 
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【資料４】協議第６号関連 

 
   木曽川文化圏市町合併協議会規約（案） 

 （協議会の設置） 

第１条 各務原市及び川島町（以下「市町」という。）は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２５２条の２第１項及び市町村の合併の特例に関する法律（昭和４０年法律第６号。以下「法」

という。）第３条第１項の規定に基づき、合併協議会（以下「協議会」という。）を置く。 

 （協議会の名称） 

第２条 協議会は、木曽川文化圏市町合併協議会と称する。 

 （協議会の事務） 

第３条 協議会は、次に掲げる事務を行う。 

（１）市町の合併に関する協議 

（２）法第５条の規定に基づく新市建設計画の作成 

（３）前２号に掲げるもののほか、市町の合併に関し必要な事項 

 （事務所） 

第４条 協議会の事務所は、各務原市に置く。 

 （委員） 

第５条 協議会の委員は、次の者をもって充てる。 

（１）市町の長及び助役 

（２）市町の議会が選出する議員 各２名 

（３）市町の長が協議して定めた学識経験を有する者 １０名以内 

２ 委員は、非常勤とする。 

 （会長及び副会長） 

第６条 協議会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長は、各務原市長をもって充て、会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 副会長は、川島町長をもって充て、会長を補佐する。 

 （会議） 

第７条 協議会の会議（以下｢会議｣という。）は、会長が招集する。 

２ 委員の３分の１以上の者から会議の招集の請求があるときは、会長はこれを招集しなければなら

ない。 

３ 会長は、会議の開催場所及び日時並びに会議に付議すべき事項をあらかじめ委員に通知しなけれ

ばならない。 

 （会議の運営） 

第８条 会議は、委員の２分の１以上が出席しなければ、これを開くことができない。 

２ 会議の議長は、会長がこれに当たる。 

３ 会議の議事その他会議の運営に関し必要な事項は、会長が協議会に諮り定める。 

（関係職員等の出席） 

第９条 会長は、必要に応じて市町の関係職員等を会議に出席させ、説明を求めることができる。 

 （小委員会） 

第１０条 協議会は、その事務の一部について調査及び審議させるため、小委員会を置くことがで

きる。 

２ 小委員会の組織、運営その他必要な事項は、会長が協議会に諮り定める。 
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 （幹事会） 

第１１条 協議会に提案する必要な事項について協議又は調整し、協議会の円滑な運営を図るため、

協議会に幹事会を置くことができる。 

２ 幹事会の組織及び運営に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

 （専門部会） 

第１２条 第３条各号に掲げる事務を専門的に研究又は調整するため、幹事会に専門部会を置くこ

とができる。 

２ 専門部会の組織及び運営に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

 （事務局） 

第１３条 協議会の事務を処理するため、協議会に事務局を置く。 

２ 事務局に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

 （事務局の職員） 

第１４条 事務局の職員は、市町の長が協議して定めた者をもって充てる。 

 （経費） 

第１５条 協議会に要する経費は、市町が協議して負担する。 

 （監査） 

第１６条 協議会の出納の監査は、会長が委嘱した市町の監査委員各１名が行う。 

２ 監査委員は、監査の結果を会長に報告しなければならない。 

 （財務に関する事項） 

第１７条 協議会の予算の編成、現金の出納その他財務に関し必要な事項は、各務原市の例により

会長が定める。 

 （報酬及び費用弁償） 

第１８条 第５条第１項第１号に規定する委員以外の委員及び監査委員は、報酬を受けることがで

きる。 

２ 協議会の委員及び監査委員は、その職務を行うために要する費用弁償を受けることができる。 

３ 前２項に定める報酬及び費用弁償の額並びに支給方法等については、会長が別に定める。 

 （協議会解散の場合の措置） 

第１９条 協議会が解散した場合においては、協議会の収支は解散の日をもって打ち切り、会長で

あった者がこれを決算する。 

 （補則） 

第２０条 この規約に定めるもののほか、協議会に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

   附 則 

 この規約は、平成１５年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規約は、平成１５年６月２４日から施行する。  
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協議第７号 
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協
議
第
７
号
 

  
 
 
平
成
１
５
年
度
木
曽
川
文
化
圏
市
町
合
併
協
議
会
補
正
予
算
（
第
１
号
）

 

 

平
成
１
５
年
度
木
曽
川
文
化
圏
市
町
合
併
協
議
会
の
補
正
予
算
（
第
１
号
）
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

 

（
歳
入
歳
出
予
算
の
補
正
）

 

第
１
条
 
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
に
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ

1
,3

00
千
円
を
追
加
し
、
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
を
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ

34
,3

02
千

円
と
す
る
。

 

２
 
歳
入
歳
出
予
算
の
款
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
並
び
に
補
正
後
の
歳
入
歳
出
予
算
の
金
額
は
、
「
第
１
表
 
歳
入
歳
出
予
算
補

正
」
に
よ
る
。
 

 

 
 
平
成
１
５
年
６
月
６
日
提
出
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会
長
 
 
森
 
 
真

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 10

 

第１表 歳 入 歳 出 予 算 補 正 

(歳 入) 

(単位：千円) 

款 項 補正前の額 補正額 計 

1．負担金   １８，０００ ６，３００ ２４，３００ 
 1．負担金 １８，０００ ６，３００ ２４，３００ 

2．県支出金    １５，０００ △５，０００ １０，０００ 
 2．県支出金 １５，０００ △５，０００ １０，０００ 

歳入合計 ３３，００２ １，３００ ３４，３０２ 
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歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書 

１ 総括 

(歳 入) 

(単位：千円) 

款 補正前の額 補 正 額 計 

1．負担金 １８，０００ ６，３００ ２４，３００ 

2．県支出金 １５，０００ △５，０００ １０，０００ 
歳入合計 ３３，００２ １，３００ ３４，３０２ 
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(歳 出) 

(単位：千円) 

     補 正 額 の 財 源 内 訳 
 款 補正前の額 補正額 計 特定財源 
     国県支出

金 
地方債 その他 

一般財源 

01 総務費 2,515 0 2,515 △1,999   1,999 
02 事業費 30,428 1,300 31,728 △3,001   4,301 
 歳出合計 33,002 1,300 34,302 △5,000   6,300 
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２ 歳入 

(款) 01 負担金 

  (項) 01 負担金 

(単位：千円) 

節   

目 補正前の額 補正額 計 
区分 金   額 

説明 

1．負担金 
18,000 6,300 24,300 

1．市町負
担金 

6,300 
累 計                  
24,300(18,000) 

         市町負担金                                
計 18,000 6,300 24,300     

 

 

(款) 02 県支出金 

  (項) 01 県支出金 

(単位：千円) 

節   

目 補正前の額 補正額 計 
区分 金   額 

説明 

1．県補助金  
15,000 △5,000 10,000 

1．合併協
議 会 支 援
交付金 

△5,000 
累 計                         
10,000(15,000) 

          
合 併 協議会支
援交付金                      

計 15,000 △5,000 10,000      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 14

 

３ 歳出 

(款) 01 総務費 

  (項) 01 総務管理費 

(単位：千円) 

     補正額の財源内訳    

目 
補正前
の額 

補 正 
額 

計 
補正前
の額 

特定財源 説   
明 

     国県支出金 地方債 
そ
の
他 

一般財
源 区   

分 
金   
額  

1． 事
務 局
費 

2,515 0 2,515 2,515 △1,999     1,999 
   

  2,515 0 2,515 2,515 △1,999   1,999    

 

 

 

(款) 02 事業費 

  (項) 01 事業推進費 

     補正額の財源内訳    

目 
補正前
の額 

補 正 
額 

計 
補正前の
額 

特定財源 説   
明 

     
国県支
出金 

地方
債 
その
他 

一般財
源 区   

分 
金   
額  

1．会
議費 3,573 △390 3,183 △3,136     2,746 2,746  

 
01 
報酬 

                        

2．調
査 研
究費 

22,390 1,855 24,245 2,300     △445 △445  13 
委 託
料 

                        

3．広
報 広
聴費 

4,465 △165 4,300 △2,165    2,000  11 
需 用
費 

                     
計 30,428 1,300 31,728 △3,001    4,301    
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【資料５】協議第７号関連 
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木曽川文化圏市町合併協議会 構成市町の経費負担割合について 
 

 

●協議会規約第１５条で規定する協議会に要する経費の負担について 
      

 各務原市 川島町  

 

負担割合 
70% 30% とする

      

※なお、千円未満の端数が生じた場合には、その端数分について各務原市が負担を行
う 

 

 

○負担割合の根拠    

      

  比重 各務原市 川島町  

 均等割 50%  1/2  1/2  

 人口割 50% 93.0% 7.0%  

     計

 
⇒ H12 国勢調査人

口 
131,991 人 9,774 人 

141,765
人 

  
        

 実質割合 71.5% 28.5% より 

      
 
      

☆参考      

 協議会補正予算（第１号）後の各市町の負担額の内訳については  

 以下のとおりとなります    
      

 各務原市 川島町 岐南町 

 
負担額内訳 

14,000 千円 6,000 千円
4,300
千円

      

 各務原市において、負担金の補正措置（８，０００千円増額）をお願いします 

 

 

【資料６】協議第７号関連 


